





















　抗告訴訟の原告適格における反射的利益論は，最判昭和 53 年 3 月 14 日民



























格論において，最高裁は，最判昭和 57 年 9 月 9 日民集 36 巻 9 号 1679 頁
（長沼ナイキ基地訴訟）を最後に，反射的利益概念を用いなくなっている(4)。
そもそも反射的利益概念は，原告適格に関する初期の最高裁判決において，
(2) 西埜・前掲注 1，228 頁参照。




















反射的利益概念を用いていない。もっとも，最判平成 2年 2月 20 日判時

































(6) 乃松・前掲注 4，190┡199 頁。なお，上掲平成 17 年判決には，泉徳治裁判官の
反対意見が付されている。
(7) 阿部泰隆㈶国家補償法㈵（有斐閣，1988 年）185 頁，芝池義一㈶行政救済法講








(8) 沢井裕А規制権限不発動と国の責任Б法律時報 57 巻 9 号（1985 年）10 頁，中




































　A社は，昭和 47 年 10 月，京都府知事から宅地建物取引業法（宅建業法）





売り出し，昭和 51 年 9 月，その旨を信じたXに売却して代金の支払いを受
けた。しかし，A社はこれを他に流用したため，Xは本件土地建物の所有
権を取得できなかった。A社の取引に関する苦情の申出は，上記免許更新
直前の昭和 50 年 9 月にあったのが最初であるが，同免許更新後も苦情が相
次いだため，京都府の担当職員は，A社と被害者との交渉の経過を見守り
ながら被害者救済の可能性を模索しつつ行政指導を続けた。しかし，救済の








































































(12) 篠原勝美・最判解民事平成元年度 414 頁，415 頁



















志編㈶新・裁判実務大系 25 巻　行政争訟〔改訂版〕㈵（青林書院，2012 年）
645 頁，戸部真澄А国家賠償訴訟における反射的利益についてБ一橋法学 17













































(17) 芝池義一А国家賠償と保護利益Б法学教室 57 号（1985 年）146 頁，阿部泰隆
㈶国家補償法㈵（有斐閣，1988 年）186 頁，宇賀克也А規制権限の不行使に関す
る国家賠償Б判タ 833 号（1994 年）50 頁，中原・前掲注 8，28 頁等，多くの
学説によって指摘されている。
(18) 篠原・前掲注 12，413 頁






















































































































































































































件出されている。すなわち，東京高判平成 30 年 3 月 14 日裁判所ウェブサイ
ト（以下А首都圏 1陣東京高判Бという），大阪高判平成 30 年 8 月 1 日判例時
報 2404 号 4 頁（以下А京都 1陣大阪高判Бという）および大阪高判平成 30 年 9

































中心にЁБ環境と公害 48 巻 4 号（2019 年）41 頁，同А建設アスベスト訴訟に
おける国家賠償責任Ё4 つの高裁判決の検討を中心にЁБ一橋法学 18 巻 2 号
























































　本判決は，以下のとおり，安衛法 55 条および 57 条については，一人親方























　┴一方，安衛法 22 条，23 条，27 条 1 項についてみると，これらの規定は，
事業者の行為を介して労働者の安全を確保しようとするものである。БА建設
業の実態，一人親方等労災補償制度の存在は，国賠法上の保護範囲の拡大を
























(24) Ⅲ1 で紹介した 3判決が出される前の段階ですでに，高木光А省令制定権者の
職務上の義務ИЙ泉南アスベスト国賠訴訟を素材としてБ自治研究 90 巻 8 号






















































(26) 長谷川・前掲注 20，576 頁
国家賠償請求訴訟における保護範囲論について
(443)
(法学 2019) 83Ё3Ё173
